
 

 

 

 

 

新千里東町団地第Ⅱ期２工区建替事業  

（民間対話型買取方式） 

対面式質疑応答の結果に関する公表 

 

＜公表内容＞ 

 対面式質疑応答における質問・意見及び回答 別紙１ 

 (様式 3-2)住宅性能条件書／新千里東町第Ⅱ期２工区（案）に関する意見書の回答 別紙２  

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年７月 31 日 

独立行政法人都市再生機構西日本支社 



対面式質疑応答における質問・意見及び回答

件名： 新千里東町団地第Ⅱ期２工区建替事業（民間対話型買取方式）

■質問・意見
No. 書類名称 頁 項目 質問・意見内容 回答

1 実施方針
１２

・13
・16

Ⅱ-３-（３）-（ア）・（イ）・
（ウ）

一般競争参加資格を持っていない場合も参加可能か。

一般競争参加資格を有していない者についても、事前に当該資格
の認定申請を行い、資格認定を受けることにより参加可能である。
なお、機構関西地区における令和７・８年度の各業務又は工事に係
る一般競争参加資格の認定については、機構ＨＰにて随時受付を
行っている。
（詳細は当機構ホームページ→入札・契約情報→入札・契約手続き
→競争参加資格→「随時受付」事項を参照）

2 実施方針 13 Ⅱ-３-（３）-（イ）-④ 建設企業の参加資格について、実績がなくても参加可能か。 機構西日本支社発注工事の受注実績がなくても参画可能である。

3 実施方針 14 Ⅱ-３-（３）-（イ）-⑥-(ﾛ) 監理技術者の条件としてはできるだけ戸数を減らしてほしい。
対面式質疑において、複数の事業者から監理技術者の実績要件に
ついて妥当との意見が示されたため、原案のとおりとし、実績要件
の変更は行わない。

4 実施方針 14 Ⅱ-３-（４）-（イ）-⑥-(ﾛ)
建設企業の監理技術者に実績がなくても他担当により補完するこ
とができることが望ましい。

対面式質疑において、複数の事業者から監理技術者の実績要件に
ついて妥当との意見が示されたため、原案のとおりとし、実績要件
の変更は行わない。

5 実施方針 16 Ⅱ-３-（３）-（ウ）-③
工事監理業務の実績要件について、PFIの構成員としての実績も
可とするよう、緩和してほしい。

「元請として完成し引渡しが済んでいる次に示す工事の工事監理の
実績を有するものであること（共同企業体の構成員としての実績
は、出資比率が20％以上の場合のものに限る。）」とあるのは、PFI
事業の構成企業として受注した工事監理実績も含むものとする。

6 ー ー ー
入札価格については、目線合わせのための金額の提示があること
が望ましい。

公告時には参考価格を公表する。詳細は入札公告を参照のこと。

7 実施方針 17 Ⅱ-４-（4）
入札内訳書は工種ごとの直接工事費や共通仮設費・現場管理費・一
般管理費等は個別計上可能だが、上部躯体と基礎躯体を分割して
計上することは困難。

入札内訳書は工種ごとの直接工事費、共通仮設費、現場管理費及
び一般管理費等を示すものとし、躯体種別ごとの細目（上部躯体・
基礎躯体等）は設けない。詳細は入札公告時に公表する提案様式集
を参照のこと。

8 実施方針 18 Ⅱ-５-（２）
評価方式は加算方式が望ましく、できるだけ提案点を重視した評価
が行われることが望ましい。価格評価の割合が高まるほど、価格競
争的になり取り組みにくい。

総合評価点の算出方式については、加算方式（「価格点」と「技術評
価点」の比率は５：５）で行う予定である。詳細は入札公告時に公表
する落札者決定基準を参照のこと。

9 実施方針 2 Ⅰ-１-（10）
工期について、中東情勢だけでなく、働き方改革の影響により工事
期間が伸びる傾向がある。

対面式質疑において、複数の事業者から事業実施スケジュール原案
について妥当との意見が示されたため、事業実施スケジュールにつ
いては原案のとおりとする方針である。

10 実施方針 19 Ⅱ-７-(1)
スライド基準日は最低でも入札日とするなど、できるだけ前倒しし
てほしい。

「建替住宅等整備費の改定の考え方」について、参考価格算定の基
準日を入札公告時とし、なおかつ契約金額改正の基準日を入札公
告時とする方針である。詳細は入札公告時、入札説明書等に添付す
る事業契約書（案）において提示する。

11 実施方針 19 Ⅱ-７-(1)
工種ごとの物価上昇率を反映するなど、部分的な物価上昇を反映
できる形式が望ましい。ただし、入札時に提出する入札内訳書を工
種別スライドの根拠とすることは望ましくない。

12 実施方針 19 Ⅱ-７-(1)
実勢価格と各種指数の乖離が大きいため、指標に表れてこない、細
部のコストの大幅増について、柔軟に協議の余地を残しておいてほ
しい。

13 実施方針 19 Ⅱ-７-(1)
申請手数料の上昇、外注コストの上昇を鑑みると、調査や設計業務
についても物価スライドの対象としてほしい。

14 実施方針 19 Ⅱ-７-(1)
物価スライドの対象は、残高ではなく出来高を算定対象としてほし
い。

算定対象は残高とする方針である。
詳細は入札公告時、入札説明書等に添付する事業契約書（案）にお
いて提示する。

15 実施方針 19 Ⅱ-７-(1)
物価スライドの事業者リスク分の1.5％についても廃止を希望す
る。

事業者負担割合は廃止しない方針である。
詳細は入札公告時、入札説明書等に添付する事業契約書（案）にお
いて提示する。

16 実施方針 ― 別紙4　リスク分担表（案）
金利変動リスクについて、昨今では金利上昇も課題となっており、
このリスクは民間側では予測できないため、発注者にも分担してほ
しい。

「金利変動リスク」について、原案からの変更は行わない方針であ
る。
詳細は入札公告時、入札説明書等に添付する事業契約書（案）にお
いて提示する。

17 要求水準書 13 第3-４-ウ
昇降機の保守管理について、20年間の業務履行に関する連帯責任
が付されることは避けたい。

「契約事業者は、昇降機保守管理業務期間終了まで昇降機保守管理
業務の履行に係る責任を負うこと。」としているが、昇降機保守管
理協力企業の事由により業務の継続が困難となった場合には、当
該昇降機保守管理協力企業が後継企業をあっせんする責任を負う
ことを条件とする予定である。
詳細は入札公告時に公開する昇降機保守管理業務仕様書を参照の
こと。

18 要求水準書 25 第４-３-（２）-イ
全体統括監理業務の管理業務計画書・報告書・モニタリングシート
の作成について、業務が重複的に感じる。簡略化を検討してほし
い。

業務水準確認計画書および業務水準確認報告書については、事業
者の提案様式を用いる。ただし、事前に機構と協議を行い、必要事
項に不備等がないことを確認すること。

19 要求水準書 30 第４-６-（１）-イ-(ｴ)
設計の承認を得るための資料の分量が見えていない。また、各職
種・分野の判断をまとめる役職を設置してほしい。

「必要な資料等を機構に提示し」とあるのは、要求水準書に規定さ
れた内容が遵守されていることが確認できる根拠資料を添付する
こと。また、機構として設計内容等の取りまとめを行う窓口を設置
する予定である。

20 要求水準書 30 第４-６-（１）-イ-(ｵ)
要求水準の中にある「URの指定する様式」について懸念している。
URの指定する様式の採用は手間が増えるため、避けたい。

「機構の指定する様式等にて提出すること」とあるが、事業者が提
案する様式の使用を認める予定である。なお、設計図書は積算、工
事施工や管理上支障のない内容とし、協議の上、設計図書に不足等
が認められる場合は、必要な図面等の追加作成を指示することが
あるため留意されたい。

テーマ①：参加資格要件について

テーマ③：その他懸念点について

テーマ②：事業者選定基準に関する考え方

実施方針「Ⅱ７(1) 建替住宅等整備費の改定の考え方」について、
参考価格算定の基準日を入札公告時とし、なおかつ契約金額改正
の基準日を入札公告時とする方針である。契約後の設計期間中に、
事業者が設計図面に対応した内訳書（当初内訳書）を作成する。物
価変動リスクについては、設計、工事監理についても対象とし、当初
内訳書に対して事業者から物価変動を踏まえた提示があった場合、
事業者が提出する物価変動根拠資料の妥当性について採用可否を
判断する方向で検討する。
詳細は入札公告時、入札説明書等に添付する事業契約書（案）にお
いて提示する。

別紙１ 
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